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【論文要旨】
　各国のコーヒー生産量および輸出量は国際コーヒー機関（lnternational　Coffee　Organization：以
下ICO）が策定した国際コーヒー協定（lnternational　Coffee　Agreement：以下ICA）によって規
定されていた。ケニアの場合，ICAに基づく生産量の規制はマーケティング・ボード（政府）が
実施していた。1970年代中頃までのケニアは，ICOが市場価格の安定に努めたことで，コーヒー
の生産量および輸出量を急激に拡大させた。独立後ケニアの経済はコーヒー産業の発展に追従する
かたちで成長した。しかし初代大統領のケニヤッタが出身民族のキクユ人農民を優遇したため，一
部の農民だけがコーヒー産業の成長による恩恵を得ていた。
　しかし1978年以降，コーヒー生産は停滞の局面を迎えた。キクユ人中心の政治経済構造をカレ
ンジン人主体にするため，2代目大統領となったモ・イはキクユ人農民主体のコーヒー産業を冷遇し
た。さらにモイ政権の支援を受けたカレソジン人は農耕に適した土地（以下，好適農地）の占有，
および他民族が有する財産・権利の収奪を行なった。コーヒー産業および農地は経済的利益に加え
て政治利権を創出する上で都合の良い作物であった。
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1．　はじめに
　農業を主体とする途上国において，生産量の増減や市場価格の変動は政治的経済的に重要な事象
となる。そのため，政府は農業に対して様々な介入を実施している。ただしアフリカ諸国の政府が
実施する農業政策には，政治的な利害から一部の農民を優遇する側面が見られる。農民の生活は政
策や政治体制の変化に左右されるため，政府による政策は貧困を創出する要因ともなる。
　北川・高橋はアフリカ人農民の生産性が向上しない要因として，農民を取り巻く政治的経済的お
よび地理的状況がもたらす悪影響をあげている1。またベイッ（Bates）はアフリカ諸国の農業政策
が農民に不利益をもたらしている点について，「アフリカ諸国の政府は，経済的に非合理的であっ
ても政治的に合理性があるという理由から，（中略）農民に低収入を強いるか，もしくは利潤の最
大化にならないような労働力の維持および政策を実施している2」と指摘している。
　絵所はアフリカ諸国の政府による農業政策を，ベイツの「経済的には非合理的であっても，政治
的には合理的」という視点に基づいて考察した。そして，アフリカ諸国の政策は「都市労働者と富
裕層農民による反政権運動を回避するために実施3」されていると指摘した。平野もまた，アフリ
カ諸国の政府が実施する経済政策について，「政策決定の論理が経済合理性に沿ったものである保
証はない。政治が最大多数の最大幸福を目的として遂行されるとは限らないからである。（中略）
政治的影響力をシグナルとした取引の場として「政策市場」を措定するならば，（中略）政治家は
より大きな権力を目的として，官僚はより大きな裁量権と昇進を目的として行動する4」と分析し，
経済政策における政治的利害の存在を示唆している。
　換金作物とアフリカの政治経済に関するこれらの指摘をケニアに当てはめたとき，以下の事象が
推察される。独立後ケニアは，コーヒーや紅茶など換金作物の生産拡大によって安定した経済成長
を遂げた。大統領の急死によって政権が交代した1978年以降，政府はコーヒー生産に関する政策
や制度を転換した。政策の大幅な転換は各民族の勢力図を変化させた5。政府が「農業を利用した
1北川・高橋編〔2004］，p．164－166を参照。
2Bates［1981］，　pp．25－26より引用。
3絵所［2001］，pp．24－28より引用および参照。
4平野［2009］，p247より引用。
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政治基盤の安定」を図る上で，コーヒー産業の発展および停滞は重要な意味を持っていた。そのた
め本稿では，1970年代の政権交代と制度変化を通じて，「コーヒー産業と政治体制の連関」を分析
する。そして，コーヒー産業が発展・衰退した政治的要因を明らかにする。
2．ケニアにおけるコーヒー産業の位置付け
　原油や鉱物資源の乏しいケニアにおいて，農産物は外貨を獲得する上で貴重な輸出産品であっ
た6。1970年代，輸出全体に占める農産物の割合は58．2％となっている。特にコーヒーは農産物輸
出全体の約4割を占めていた。1トン当たりの生産者価格が58．3ケこアシリソグ（1967年）から
207ケニアシリング（1976年）まで上昇したこともあり，コーヒー生産は1970年代中頃まで拡大し
続けた。1977年までのコーヒー生産は，生産地が年平均8％，1ヘクタール当たりの収量が年平均
2％の増加となっていた。
　だが1978年以降，コーヒー生産は停滞傾向に陥った。ケニアで生産されている主要な換金作物
の生産量推移を見る限り，1980年前後より，コーヒーを除く作物は増加傾向となっている。しか
しコーヒー生産量は，1980～1981年に一時的な増加を示したが，1982年から再び減少している
（表1および図1を参照）。
　コーヒー生産が停滞した経済的な要因として，①ICA（輸出割当制度）の影響によって生産量の
規制が強められたこと，②生産技術（機械等の設備投資や肥料の投入の増加）が十分に進展しなか
ったこと，③市場価格が下落傾向に陥ったこと，④天候不順などがあげられる7。ただし，ケニア
表1　ケニアの主要換金作物の生産量（1000トン／年）
1975 19761977 1978 1979 1980 1981 1982 1983
コーヒー 66．1 80．3 101．2 84．3 75．1 91．3 99．7 87．4 86．0
紅茶 56．7 62．0 86．3 93．499．3 89．9 90．9 95．6119．3
除虫菊 15．0 143 11．4 8．4 8．1 12．3 19．0 22．2 28．6
サイザル 43．6 33．6 33．4 32．5 36．5 46．9 41．3 50．0 49．7
（出所）FAOSTAT（2011年8月30日閲覧）およびStatistical　Abstract［1961－1985］より著者作成。
5峯によると，政府の農業政策は「農業部門から非農業部門への資源移転（工業化の推進）を達成するため」
　という意図も含まれていた。ただし特定の集団だけが利益を享受する構造だったため，小農の生産意欲にも
　負の影響を及ぼしていた（峯［1999］，pp．85－90を参照）。
6高橋はケニア経済の特徴として，他のアフリカ諸国と異なり独立当初から比較的開放的・自由主義的な開発
政策が採用されていたこと，非アフリカ系（ヨーロッパ系，アジア系）の企業による活動が盛んだったこと，
「アフリカの優等生」と称されるほど安定した経済成長を達成していたことをあげている（高橋［1995］，p．
54を参照）。
71COはコーヒーの市場価格を安定させるために設けられた国際機関であり，輸出割当は同機関が実施する協
　定（ICA）に規定されている制度である。具体的には，市場価格安定のためにコーヒー生産国の輸出（生産）
量に上限を課すものだった。ケニアはICOの勧告に基づいて国内のコーヒー生産量の管理・規制を実施して
　いたため，コーヒー生産者は二期作などの手法による生産拡大が制限されていた。
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　　　　　　図1　コーヒー生産および収量の推移
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（出所）FAOSTAT（2011年8月30日閲覧）より著者作成。
のコーヒーの輸出割当枠は年々増加しているため，必ずしも①の要因は合てはまらない。また，ケ
ニアのコーヒーは過剰生産になりつつあったため，政府の意図的な規制は考えられる。もっとも，
短期間の規制であれば，「政府によるコーヒー産業への介入はケニア経済の安定と生産者の長期的
な保護が目的」とする児玉の分析はケニアの実態に合致しただろう8。しかしケニアのコーヒー産
業に対する規制は1970年代後半より継続して行なわれた。加えて政府は，衰退しつつあったコー
ヒー産業に対して十分な支援を実施しなかった。そのため，ケニアのコーヒー産業が衰退した要因
を児玉の分析のみで捉えることはできない。
　生産者価格に関して，コーヒー以外の換金作物は決して急騰していない。例えば紅茶の場合，生
産者価格は1978年より下落（コーヒー価格の約1／2程度の価格）となっていた。しかしコーヒー
以外の換金作物（紅茶や除虫菊等）の生産は増加傾向にあるため，コーヒー生産の減退は上述の経
済的要因以外に求めなければならない9。コーヒーがケニアにとって重要な作物ではなくなった要
因を政治的側面から分析したとき，コーヒー生産が停滞した1978年は政権交代した年でもある。
ケニアの政権交代は政治基盤の大きな変革（権力構造の転換）を示唆している。そのため，コーヒー
生産と政権との間に因果関係があったと考えられる。
8児玉［2007コ，pp．21－23を参照。
9ケニアの換金作物栽培における経済上の弊害に関しては佐々木［2010］を参照。
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3．　ケニヤッタ政権期におけるコーヒー産業の発展
　1963年に英国から独立したケニアは政治経済上の様々な問題に直面していた。特にケニアの主
要産業が農業だったため，「入植者に占有された土地を取り戻すこと」および「換金作物栽培のア
フリカ人化を進展させること」は政府の優先課題だった。ただし初代大統領ケニヤッタは，支持基
盤を確保するため，「出身民族であるキクユ人に対して，如何なる方法で優遇するか」という問題
にも直面していた。ケニア最大の民族であるキクユ人の支持を確保し，且つ非政権派の勢力を抑制
するため，ケニヤッタ政権は土地の再配分とコーヒー産業への介入を実施した10。
　ケニヤッタの土地再配分政策では，まず入植者に収奪された土地を得る必要があった。このとき
ケニヤッタは，英国政府との間に良好な関係を築くため，「入植者の土地を強制的に奪還」ではな
く，「入植老の土地を買い取る」ことで土地を獲得した11。しかし土地再配分政策（土地のケニア
人化）の意図は，収奪された土地をケニア人に平等に配分することではなく，土地を政治的に利用
することだった12。政府は開発計画の中で「伝統的な農業地域を発展させるために，（中略）土地
再配分（農民の移住）計画を実施する13」としていた。しかし土地獲得機会に恵まれていたケニア
人は，マウマウの反乱に参加したアフリカ人農民や本来の土地所有者ではなく，政権と強い結びつ
きを持つ富裕層や有権者だった14。さらにケニヤッタは，植民地支配によって崩壊した伝統的土地
所有制度を再開させず，土地の私的所有制度（土地の登記化）を継続させた。そのため独立後も，
大部分のケニア人農民は入植者に奪われた土地を獲得できなかった。植民地支配期と同様に，一部
の富裕層農民（キクユ人）が土地や権力を占有した15。ケニヤッタが出身民族であるキクユ人を優
10キクユ人やルオ人といった民族集団ごとの呼称は元来ケニアに存在しない。津田が「植民地政府は，現地の
　アフリカ人住民の管理を容易にするために，それまでは比較的柔軟で自在に行なわれてきた民族の属性の変
　更や移住を禁止し，“キクユ人”“ルオ人”といった形で民族の名称や境界線を固定していった」と指摘する
　ように，各民族の名称や居住地の相違は外部によって強要されたものだった（津田［2009］，p．191，11．2－5
　より引用）。
111966年，180万工一カーの土地を購入するためにケニア政府が投じた費用は英国政府から融資を含めて1500
　万ポソドに達した。そして1967年以降も，ケニア政府は土地購入に伴う融資の追加を英国政府と交渉してい
　た。また土地の分割・割当方法に言及すると，1960年代までに購入した土地は小区画にして小農に配分（売
　却）していた。だが，1970年代以降は大農場のまま農民に与えていた。そのため1970年代以降，大土地所有
　者以外が土地を獲得することは困難だった。加えて土地の購入にはケニア政府からの認可が必要だった（池
　野［1990］，pp．10－20およびAfrica　Research　Limited［1964－2005］を参照）。
12土地購入および配分の経緯については松田［2000］，pp．76－78を参照。
13Republic　of　Kenya［1969］，　p．192より引用。
14またキクユ人小農が他民族よりも容易に融資を受けられるようにするため，ケニヤッタは小農を対象とする
　政策を実施した。
15植民地支配以前の土地所有構造では，まず各地の酋長が各農村の村長に土地の利用権を与え，次に村長が各
　世帯の長に土地を割り振る形態だった。そのため，一つの土地に対して複数の所有権が発生していた。また
　末端の所有者（各世帯の長やその息子）は土地によって得た作物を村長に献上していた。村長は酋長に献上
　することで土地所有の対価を支払った。そのため，兄弟や子孫の多い農民は父系から継承できる土地の規模
　が僅かしかなかった（伝統的土地所有については北川・高橋［2004］，pp．172－175を参照）。
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遇したため，キクユ人は雇用機会の多いナイロビや，好適農地の豊富なセントラル州およびリフト
バレー州へ容易に移住できた16。さらに，政府がキクユ人に対して好適農地を優先的に配分したた
め，好適農地を必要とするコーヒー栽培はキクユ人農民によって独占された。
　土地の割当や融資において不遇を強いられたため，多くの非キクユ人農民はコーヒー以外の作物
しか栽培できなかった。各民族の居住地域（少ト1）の分布と各州で生産されている換金作物の農地割
合を比較すると，コーヒーはキクユ人が集中するセントラル州を中心に栽培されている。また好適
農地の豊富なリフトバレー州においても，他の州から移住したキクユ人がコーヒーを栽培している
（表2・3を参照）。コーヒー生産を政治的に利用する上で有効だった主な要因として，①コーヒー
生産が可能な土地はケニア全体の1割程度しか存在しなかったこと，②コーヒー生産・流通に政
府が介入するための制度（マーケティング・ボード）を設けたこと，③生産者に対して生産者協同
組合への加入を義務付けたこと（コーヒー生産を容易に管理・規制するため）があげられる17。コー
ヒー産業は，政府による融資をキクユ人農民に集中させる上で，有効な媒介だった。
　さらに，政府がコーヒー生産に対して設けた制度はキクユ人の勢力を強大化させた18。特にマー
ケティソグ・ボードは農民を優遇または抑圧する上で効果的な制度であった。例えば，マーケティ
ング・ボードに設けられている様々な機能（生産の規制，税の徴収，コーヒーの格付け，融資の裁
定など）は政府の裁量に基づいて実施された。そのため，キクユ人農民に対する優遇と反政権派農
民に対する抑圧が容易だった19。
　政治体制に関しても，反政権派を弱体化させるため，ケニヤッタは野党勢力の解体を進めた。ケ
ニヤッタは最大野党だったKADU（Kenya　African　Democratic　Union）を強制的に解散させ，
KADUに所属していた政治家を与党KANU（Kenya　African　National　Union）に吸収した。
KANUに参加しなかった一部の政治家は新党を結成したが，政府は「非合法な政党」として新党
を強制的に排除した。ケニヤッタが野党の解体を徹底したため，キクユ人優遇政策は影響力を強め
た20。土地と一次産品の連関について，コリアー（Collier）は「一次産品の生産は基本的には土地
を利用するものであり，一次産品の輸出はその土地の所有者に利益をもたらす。（中略）ほとんど
は鉱山会社や大地主が最大の受益者21」と指摘している。コリアーの指摘を鑑みると，土地とコー
ヒー産業への介入は，ケニヤッタ政権が「政治的利権の創出」と「強大な権限の獲得」を行なう上
16高橋によると，地方の農村からナイロビ近辺の農村・農業地区への移動（人口増加率）は年率4％で増加し
　ていた。キクユを中心とする農民が雇用機会とケニヤッタ政権の恩恵を求めて移動していたことが伺える
　（高橋［2010］，pp．288－289を参照）。
17津田［2003］，pp．25－26を参照。
18ケニヤッタ政権が実施したコーヒー産業介入の詳細については佐々木［2011］を参照。
19論点が多岐に及ぶため，マーケティング・ボードの機能と諸問題に関しては説明を控える。詳細については
　Lofchie　1989］，　pp．59－62およびブース［1982］を参照。ただし一例として，マーケティソグ・ボードが実
　施していた「コーヒー生産税の徴収」を取り上げる。コーヒー生産税は，生産者が各地の組合を通じて収益
　の3％を支払うこととなっていた。1970年代にコーヒーの市場価格が高騰した際も増税が実施されなかった
　ため，小農を含む全てのコーヒー生産者が価格高騰の恩恵を享受できた（Bevan［1989］，　pp．9－12を参照）。
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表2　各民族の居住地（州）の分布（％）
全人口比 ナイロビ セントラル コースト イースタン ニャソザ リフトバレー ウエスタソ 計
キクユ 20．9 8．5 69．3 1．2 1．3 0．3 18．8 0．6 100．0
ルシャ 13．8 6．4 1．1 1．7 0．3 2．8 14．0 73．7 100．0
ルオ 12．8 7．6 09 3．1 0．4 79．1 6．3 2．6 100．0
カソバ 11．3 6．0 2．3 5．2 84．8 0．1 1．5 0．1 100．0
カレンジソ 10．8 0．6 0．3 0．2 0．1 0．3 94．6 3．9 100．0
キシイ 6．2 1．4 0．5 0．4 0．2 91．3 5．8 0．4 100．0
メル 5．5 1．3 1．1 0．5 96．1 0．1 0．8 0．1 100．0
ミジケンダ 4．8 0．7 0．1 98．5 0．2 0．1 0．3 0．1 100．0
（出所）Central　Bureau　of　Statistics（Republic　of　Kenya）［1981］より著者作成。
表3　1970年代における換金作物生産の州別の割合（％）
ナイロビ セントラル コースト イースタン ニャンザ リフトバレー ウエスタン
コーヒー 5．5 66．6 0．0 8．5 0ユ 19．3 α0
紅茶 0．0 10．3 0．0 0．0 4．0 85．7 0．0
サイザル 1．0 13．0 57．5 18．8 0．0 9．7 0．0
（出所）Central　Bureau　of　Statistics［1959－1985］より著者が算出し作成。
で不可欠だった22。コーヒー産業はケニヤッタ政権下で急速に発展し，1970年代で輸出産品の約4
割を占めるほどの成長を遂げた。ケニヤッタ政権が支持基盤を保持するためには，コーヒー産業が
発展しなければならなかった。
4．モイ政権への移行とコーヒー産業の停滞
　ケニヤッタ政権のもとで副大統領だったモイは，キクユ人ではなくカレンジン人の政治家だっ
た。そのため，モイの大統領就任は「キクユ人によって抑圧されていたカレンジン人」を優遇する
20KANUはキクユ人，ルオ人を中心とする政党であり，　KADUはカレソジソ人やマサイ人中心の政党であっ
　た。独立後ケニアの政党は出身民族との利権関係に基づいて組織された集団であった（ケニアの政党政治に
　ついてはGibbon［1995コ，　pp．72－73を参照）。カレソジン人出身であったモイは，　KADUの解散後，　KANU
　への参加ではなく新党結成を選択した政治家である。モイがKANUに参加しなかった要因は，　KANUの一
　党体制のもとでキクユ人・ルオ人を中心に農業資源の配分や政治的地位の配置が行なわれていたことに対す
　る，ケニヤッタ政権（キクユ人）への不信感だった。しかし1969年，新党KPU（代表はルオ人出身のオデ
　ィソガ）がKANUによって非合法化されるなどの抑圧を受けたため，モイは政治的地位を確保する意図か
　らKANUに参加した。そして，ケニヤッタが死去する直前まで副大統領を勤めた（津田［1993］，　pp．107－
　110を参照）。
21Collier［2007］，　p．81，　ll　18－23より引用。
22ケニヤッタ政権の独裁的な政治に対する非キクユ人の不満は当然存在しており，1970年代初旬にはカンパ人
　の政治家と一部の軍人によるクーデターが計画されていた。しかし計画段階で政府に発覚したため，クーデ
　ターは未遂に終わった（Throup［1998］，　p。17を参照）。
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表4　各州の土地登記面積の比較（km2）
1975 1980
ウエスタン州 5，614 5，661
ニャンザ州 5，412 5，725
リフトバレー州 4，062 5，078
セントラノレ州 4，155 4，155
イースタソ州 2，645 2，744
ノースイースタン州 一
コースト州 540 884
（注）　ノースイースタン州の土地登記規模は記録が記載がないため不明。
（出所）Central　Bureau　of　Statistics［1959－1985］よりi著者作成。
好機となった23。ケニヤッタがこれまで実施してきたキクユ人優遇をカレンジン人優遇に移行させ
るため，モイ政権は既存の制度や政策を廃止もしくは修正した。セントラル州（キクユ人）に集中
していた投資は，「貧困層に対して開発計画を展開する24」という大義名分のもと，モイの出身地
であるリフトバレー州に投じられた25。表4は1975年（ケニヤッタ政権期）と1980年（モイ政権
期）の土地登記規模を比較したものである。他の州に比べて，大勢のカレソジン人が居住するリフ
トバレー州では登記の規模が急増している。また，ケニヤッタ政権期に大部分の土地が登記された
こと，セソトラル州がキクユ人中心の土地だったことから，セントラル州の登記は増加していな
い。土地購入および登記は政府による認可が必要だったため，モイ政権以降，カレンジン人は農地
の拡大が可能になった。ノース（North）が「支配者は彼ら自身の利益になる所有権を考案26」と
指摘するように，土地の登記はケニヤッタ・モイ両政権にとって「都合の良い土地所有構造を構築
するための制度」だった。
　さらにモイは，キクユ人勢力を弱体させるため，コーヒー産業の停滞を図った。コーヒー産業の
発展はケニヤッタ政権にとって政治的経済的に有益であった。しかしモイ政権にとって，コーヒー
産業の発展は敵対するキクユ人勢力の増強につながった。コーヒーの大部分はキクユ人が栽培して
おり，ほとんどのカレンジン人はケニヤッタ政権期の影響からコーヒー生産に参入していなかっ
た。そのため，コーヒー産業の停滞はキクユ人勢力の弱体化につながった。例えコーヒー産業が衰
退しても，コーヒー産業に関与していなかったカレンジン人の不利益にはならなかった。マーケテ
ィソグ・ボードもまた，キクユ人農民を優遇する制度から，キクユ人農民に対する融資や生産を制
23Bates［2005］，　pp．59－60を参照。
24モイ政権が貧困層（開発の対象）に指定したのは牧畜民，小農，土地なし労働者，都市部の貧困者，ハソデ
　ィキャップを持つ人であった。これらに該当する人々は概ねケニヤッタ政権下でキクユ人に抑圧された人々
　だった（Republic　of　Kenya［1979］，　pp．15－22を参照）。
25農業開発の移行に関しては高橋［2003］，pp．260－262を参照。
26North［1990］，　pp，8－9より引用。
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表5　主要換金作物の生産者価格の推移（ケニアシリング／100kg）
1975 19761977 19781979　　　19801981 1982
コーヒー 1，069 2，524 3，975 2，8182β35 2，635 2，258 2，200
紅茶 808 1，057 2，149 1，583 1，357 1，5911，772 1，800
除虫菊 44，653 49，249 55，870 72，047100 616 120，000120，000120，000
サ・イザル 343 263 306 282 373 423 412 412
（出所）Central　Bureau　of　Statistics［1959－1985コより著老作成。
限するための制度になった。生産者協同組合は，キクユ人のコーヒー生産を冷遇する上で都合の良
い制度に切り替えられた。「マーケティング・ボードを通じたコーヒー産業への政府介入」は，主
に①土地の管理・規制，②生産量の管理，③コーヒー生産および輸出に対する課税だった27。農地
やコーヒー苗木の購入，生産ライセソスの取得も全てマーケティソグ・ボードが管理していた。そ
のためキクユ人農民は，ケニヤッタ政権期とは異なり，モイ政権によってコーヒー生産に関する認
可を得られなくなった。
　さらにICOによる輸出割当制度，および1970年代後半の市場価格の下落はキクユ人のコーヒー
生産を冷遇する好機となった。輸出割当量は増加傾向にあったが，ケニヤッタ政権期ほど大きな増
加とはならなかった。そのため，モイ政権はコーヒー生産に対してこれまで以上の規制を課し
た28。モイは，「輸出割当の枠が今後も十分に拡大しないこと」や「生産量が過剰となる危険性」
を理由に，コーヒー生産に対して厳しい規制を課した。キクユ人生産者はモイ政権によってコー
ヒー生産の拡大停止と規模縮小に追い込まれた。
　1970年代後半より生産者価格が下落したことも，モイ政権にとって都合が良かった。1978年以
降，紅茶や除虫菊の価格は上昇傾向にあったが，コーヒーの価格は年々下落していた（表5を参
照）。コーヒー価格が下落した要因として，①世界全体でコーヒー需要が減退したこと，②ブラジ
ルなどコーヒー生産大国が豊作だったこと，③過剰在庫となったコーヒーへの対応があげられ
る29。コーヒー価格の下落は紅茶や除虫菊と比較して突出していた。生産量の規制に加えて生産者
価格の下落が生じたため，コーヒー産業に関与するキクユ人農民や反政権派の富裕層農民は弱体化
した。
27政治介入と輸出関税についてはAkiyama［1987］，　p．20を参照。
28輸出割当制度の問題点として，石田は二重市場・二重価格の問題（ICO非加盟の輸入国は規制の対象外だっ
　たため，ICOが設定した輸出枠に該当しないコーヒーを輸入できたこと）や，生産されるコーヒーの品質の
　差異，割当配分の格差をあげている。輸出割当制度の諸問題は1990年代の制度崩壊に伴うコーヒー価格の下
　落を誘引したため，コーヒー生産者にとって多大な影響を及ぼした（石田［1990］，pp．7－8を参照）。
29コーヒー生産国の過剰在庫問題は深刻であり，在庫管理による費用や設備負担の増大はコーヒーの管理に介
　入していた政府の財源を圧迫させた。過剰在庫分はICO非加盟国に輸出していたが，全ての在庫を処理で
　きなかった。そのため，コーヒー生産の拡大は財政面においても大きな問題となっていた（輸出割当に伴う
　過剰在庫問題については田中［2008］，p．19を参照）。
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　コーヒー産業は雇用機会の創出においても決して有効ではなかった。コーヒー生産が可能な好適
農地はケニアの農地全体の1割程度だったため，コーヒー産業は十分な雇用を創出しなかった。
1970年代におけるケニアの人口は年平均3．7％（50万人以上）の増加となっている。だが，雇用人
口は年平均で3万人程度の増加に留まっていた。ただし工業部門およびサービス産業は発展して
いなかったため，モイ政権は雇用機会の創出を農業部門によって補わなければならなかった30。雇
用機会を求める農民は都市部や収益性の高いコーヒー産業に集中した。しかし，都市部およびコー
ヒー産業は急激な人口増加に対応できるだけの雇用を創出できなかった31。モイ政権において，生
産量に制限が課せられていたコーヒーよりも，カレンジン人農民によって栽培されていた紅茶産業
の支援が有効な政策だった。
　紅茶の生産・流通は，コーヒーと同様にマーケティソグ・ボードが管理していた。紅茶のマーケ
ティング・ボードである茶開発公社（Kenya　Tea　Development　Authority：以下KTDA）の主な業
務は紅茶の生産量の管理（農地規模の規制および苗木の販売），生産ライセンスの発行，栽培技術
の指導および向上だった32。ケニヤヅタ政権とコーヒー産業の結びつきに見られるように，モイ政
権は政治的利権を創出する意図から紅茶産業に介入した。モイ政権が紅茶産業の偏重とコーヒー産
業の切り崩し政策を実施したため，コーヒー・紅茶の生産量の変化が顕著となった。ケニヤッタ政
権期において，コーヒーは常に生産量および輸出量で紅茶を上回っていた。しかしモイ政権後，
コーヒーの生産量は紅茶を下回った。輸出量においても，コーヒーは1983年以降より常に紅茶を
下回った（図2を参照）。1978年以降のコーヒーおよび紅茶の収量（1ヘクタール当たり）を比較
すると，コーヒーは減少する一方で，紅茶は年平均約3％の増加となっている33。キクユ人農民
は，ケニヤッタ政権の庇護のもとで生産量の拡大を進めてきたが，モイ政権によって生産量の停滞
に追い込まれた。
　コーヒー産業の停滞と紅茶産業の発展によって，モイ政権とカレンジン人の勢力は強大になっ
た。カレソジソ人以外にもルオ人やルシャ人などの有力な民族集団から支持を得るため，モイは
コーヒー以外の換金作物産業を中心とする政策や規制を導入した34。ケニア西部（ウエスタン州や
ニャンザ州など）では，砂糖や除虫菊を生産する農民や日雇い労働者の収入を増やすための政策
30労働力吸収と農業開発については林［1981］，p．81を参照。
31政府は雇用機会減少の要因として，「1970年代半ばまで，非ケニア人労働者の減少が雇用を創出していた。
　（中略）だが1970年代後半は都市部に占める非ケニア人労働者の割合が2％弱にまで減少していた。（中略）
　そのため，都市部の労働者創出に限界が生じた」ことをあげている（Republic　of　Kenya［1979］，　pp．5－11を
　引用）。
32紅茶のマーケティソグ・ボードは1960年に特殊作物開発公社（Special　Crops　Development　Authority）とし
　て設立され，1964年に名称をKTDAに変更した（KTDAの役割については児玉谷［1985］，　pp．29－30を参
　照）。
33キクユ人農民の農地拡大や生産性が停滞した背景として，高橋は急激な人口増加に伴う農民の増加（キクユ
　人の土地への流入）をあげている（高橋［2010］，p．347－352を参照）。
34Gibbon［1995］，　pp。76－77を参照。
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図2　コーヒー・紅茶の生産量および輸出量の推移（トン）
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（出所）FAOSTAT（2011年8月30日閲覧）より著者作成。
（規制や減税化）が実施された35。さらに，ケニヤッタ政権が実施した政策の廃止やキクユ人主体
の機関の解体が進められた。反政権派の政治家やキクユ人の大土地所有農民は，反キクユ政策によ
って国外逃亡や非合法の活動，政治経済活動の規模縮小に追い込まれた。そして大部分のキクユ人
小農は，モイ政権とカレンジソ人の抑圧によって生活環境が崩壊した36。
　キクユ人を中心とする反政権派の勢力減退，および政治的利権の創出を達成する上で，コーヒー
産業に対する抑圧は有用だった37。リフトバレー州在住のキクユ人に対する移住の強要とカレンジ
ソ人に対する土地配分の優遇はモイ政権の独裁体制を強化させた38。コーヒー産業は政治的および
経済的要因によって停滞した。独立後から1977年まで年平均8．1％の増加だったコーヒー生産量は，
1978～1982年で年平均一1．8％にまで減少した。外貨獲得源だったコーヒーの停滞はケニア経済を
発展させる上で負の要因となった。だがモイにとって，政権交代に伴う政治基盤の安定は急務だっ
た。そして，コーヒー産業の衰退はカレンジソ人主体の政治経済構造を構築する上で不可欠だっ
た。キクユ人勢力の弱体化とカレンジン人勢力の拡大に伴って，モイ権限は独裁と批判されるまで
に強大化した39。独裁体制に対する不満はケニア全土に拡大したため，モイは1990年代初頭に複数
35砂糖産業には5万人，除虫菊産業には1万人の非キクユ人有権者が存在したため，モイ政権は彼らの要求に
　沿う政策を実施しなければならなかった（Bates［2005］，pp．86－87を参照）。
36モイ政権による制度の解体と反政権派の抵抗運動についてはNasong’o［2005］，　pp．21－22を参照。リフトバ
　レー州に在住するルイヤ人によると，モイ政権時代のカレンジン人はリフトバレー州に住む他の民族を同州
　から追い出すために彼らの家を焼き払ったり，警察機構と共謀して家畜や作物を収奪したりといった行為を
　繰り返していた。
37Bates［2005］，　pp．147－149を参照。
38Kanyinga［2008］，pp．114－117を参照。
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政党制導入を受け入れた40。
5．　おわりに
　2007年末に発生した大規模な暴動はアフリカの優等生とは異なる様相を明らかにした。暴動が
発生した要因として，大統領選挙におけるキバキ政権の不正と政府に対する不満が指摘されてい
る。キバキ政権に対する国民の不満が増大した要因は，キバキ政権が土地・農業政策においてキク
ユ人を優遇したことにある41。ただし，政府によるキクユ人優遇はケニヤッタ政権期においても顕
著となっている。また，ケニヤヅタからモイに政権が移行した後も，政治的な構造・性質は変化し
ていない。政治的利害を意図した経済政策が実施され続けたため，土地所有および農産物栽培に伴
う諸問題と政府に対するケニア国民の不信感は悪化した。
　コーヒー産業はケニヤッタ政権下で急速に発展し，モイ政権下で停滞した。経済的側面から考察
したとき，コーヒー産業の発展および停滞は「国際価格の変化に農民の収益性が左右されたこと」
や，「気候や疫病の影響によって生産量が一定とならなかったこと」が要因となっている。しかし
政治的側面からコーヒー産業の変化を分析すると，「大統領による出身民族優遇」という要因が存
在したことが判る。キクユ人一非キクユ人間で居住する地域や生産される換金作物に差異があった
ため，ケニヤッタ政権はコーヒー生産の拡大とキクユ人（小農を含む）に対する土地配分の優遇を
行なった。モイ政権はカレンジソ人やルオ人が栽培する紅茶を支援した。キクユ人勢力を弱体化さ
せるため，モイはコーヒー産業の衰退を促した。大統領が「権力強化」および「非政権派勢力の弱
体化」という意図から農業部門に介入した結果，政権支持派以外の農民は困窮した42。ケニアの中
央集権的な政治体制は，ケニヤッタによって基盤が形成され，モイの長期政権によって確立された。
　度重なる憲法改正によって長期政権を維持したモイは，ケニア経済全体の成長を促すよりも，特
定の集団が利益を享受するための政策を優先した43。政府が大統領選挙を管理していたため，有力
な対立候補は選挙実施以前に排除された。政府による農業部門への介入は，一部の政権支持派に恩
恵をもたらす一方で，大部分の農民に不遇を強いる政策だった。さらに，出身民族の影響力が政治
介入によって強大化したため，政府は独裁的な政治体制を確立することが可能となった。
　ただし，1980年代よりケニアでは構造調整計画による国営公社の解体，および世界銀行・IMF
39モイの独裁は演説や集会における自由な発言の制約や，同盟関係を結んでいた他の民族集団に対する抑圧的
　な規制にまで及んだ。さらに反政権派の行動を監視するため，モイは各地に内通者を潜ませた。内通者の大
　半は政府に買収された地元住民だったため，一般の住民は日常会話の中でさえもモイ政権に対する批判を容
　易に話すことが出来なかった。
40モイ政権の勢力は複数政党制の導入後も衰えなかった。その要因として，複数政党制に伴う野党の乱立によ
　って反政権派の勢力を統合できなかったことがあげられる（津田〔2004コ，pp．22－23を参照）。
41キバキ政権による不正選挙に関しては川端［2008］，pp．70－71を参照。
42ケニアの中央集権化と資本主義についてはMurunga［2007］，　pp，264－266を参照。
43憲法改正によって生じた大統領の権力集中にっいては津田［2007］，pp．43－44を参照。
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主導の経済政策導入が行なわれた。そのため，モイ政権による独裁的な政治経済構造は大きく変容
した。ケニア国内の構造が変化したことを鑑みると，1980年代以降におけるモイ政権の農業政策
および政治介入と構造調整の影響に関する分析・考察は不可欠である。加えて，食料増産に対する
政策について政治経済の両側面から分析し，ケニアの農業部門における諸問題をより明確にするこ
とが今後の研究課題となる44。
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